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The importance of consistency between technological features equipped with a 

product and its product concept has been well recognized in management/marketing 

literature. Yet little empirical studies have been made to prove it. Focusing on the 

passenger car market in Japan, we quantify inconsistencies for technological features 

(over/under-equipment) compared to the levels expected by each vehicle’s product 

concept and do the same procedures for price (over/under-pricing). Using the data 

collected for more than 500 vehicles sold in Japan, we analyze how these 

inconsistencies affect consumer preference at the aggregate level. The results obtained 

show that these inconsistencies, besides under-pricing, negatively affect consumer 

purchase consideration (early-stage preference), and only over-equipment negatively 

affects purchase intention and market share (middle/late-stage preference). Finally we 

discuss this study’s managerial implications, limitations and future directions. 
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１．はじめに 
日本経済が発展した背景の１つに日本の製造業の卓越した「ものづくり」能

力があり，それに基づく製品の品質や信頼性が高く評価されてきたことがある。

しかし，その一方で，日本企業はグローバル市場で欧米企業に比べ低い利益率

あるいは付加価値率に甘んじている（藤本 2004，延岡 2011）。それと対照的な

のが，最近のアップル社の成功であろう。アップルの製品はそれを構成する個々

の技術的属性において競合製品を上回っているわけではなく，市場で標準的に

装備されている機能を欠いていることさえある。しかし，たとえばアップル社

の製品 iPhone は，世界のスマートフォン市場におけるマーケットシェアではア

ンドロイド携帯の後塵を拝するものの，利益のシェアでは大幅に上まり，高付

加価値の実現に成功している（Dediu 2012）。この事実は，製品の顧客にとって

の価値が単に機能的価値の総和で決まるもののではないことを示唆している。

延岡(2011)では，この，付加価値のうち機能的価値では説明できない部分を「意

味的価値」と定義している。 

こうした製品が生み出す付加価値の源泉を理解するには，Clark & Fujimoto 

(1990)が製品開発プロセスの実証研究を踏まえて提唱した製品統合性（product 

integrity）という概念が鍵となる。それは製品コンセプトに合致する首尾一貫し

た製品開発によって実現され，製品の個別属性には還元されない製品の魅力を

生み出している。もちろん，そうした状態を達成することは容易ではない。顧

客の多面的な要求を充足する設計は，たとえば品質機能展開を用いて実現でき

る（Hauser & Clousing 1993）。それにより，技術や原価などに対する様々な制約

条件のもと，全体として顧客満足を最大化する技術属性の組み合わせが探索さ

れる。しかし，細分化された要求仕様を充足するだけで，高い製品統合性に到

達できるわけではない。 

個別属性への満足を合計すると製品全体への満足になるという考え方は，効

用ないし選好を属性の線形関数で表す経済学や心理学のモデル（Lancaster 

1971）の含意と一致する。こうしたモデルを前提とすると，各属性を制約条件

が許す範囲で最も望ましい水準に近づけることで，消費者が享受する効用を最

大化できる。したがって，消費者がどのような装備を望んでいるかを探り，そ

れを付加する費用が許す限り，望まれる装備を追加することが最適な戦略にな

る。こう考えることで，多くの製品がより多くの装備を持つ方向に「進化」し

てきたのだろう。 
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ところが，実際の消費者は，製品装備がひたすら拡充されることをつねに歓

迎するわけではない。Thompson, Hamilton & Rust (2003)は実験を通じて，装備

を増やすことは消費者の選択前の選好（期待）を高めるものの，ユーザビリテ

ィに基づく選択後の選好を低下させる（その結果，その製品を再び購入する確

率は低下する）ことを示した。したがって，企業が長期的に利益を最大化した

いのであれば，装備の数を適正な水準に留める必要がある。こうした含意は「ブ

ルー・オーシャン戦略」（キム，モボルニュ 2005）の主張とも一致する。この

戦略は，提供する製品やサービスのいくつかの属性について，競争相手の水準

より低下させるか除去してしまうことを提案している。これは，限定された属

性に焦点を当てて競争優位を確立し，結果として製品統合性を実現しようとす

る戦略だと解釈できる。 

装備を拡大せず，一定の範囲に限定することは競合に対して弱点を作るおそ

れがあり，市場で激しい競争に直面している企業には勇気を要する決定となる。

しかし，あらゆる属性で競合に優越することを目指すのは資源配分として効率

的でないばかりか，製品の統合性を損ない，製品の独自性を希薄化するおそれ

がある。製品統合性を維持するためには，１つには，ブランド戦略から導かれ

る製品コンセプトに適合する装備の水準を採用することである（水野，桑島 

2007）。たとえば品質機能展開を行うとしたら，顧客の要求や競合への対応を考

える以前に，ブランド戦略に基づく製品コンセプトの観点から充足すべきベネ

フィットを取捨選択することだ（図１）。 

顧客志向 
競争圧力 

研
究
開
発 

装備・技術属性 

 

ブランド戦略 
→製品コンセプト 

 

図１  ブランド戦略を考慮した品質機能展開 
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このような問題意識が最もよく当てはまる産業の１つが，日本の自動車産業

だと思われる。日本メーカーが生産する乗用車はコスト-パフォーマンスに優れ，

信頼性が高く，総合的な満足度が高いことを誇ってきた。多くの企業が顧客の

満足度調査やニーズ調査を徹底して行い，顧客の要望や不満を洗い出し，絶え

ざるカイゼンで品質を高めてきた。その結果，日本車は世界市場において十分

な成功を収めてきたが，製品の付加価値が問われる高級車市場に目を転じると，

欧州車に比べまだ課題が多いといわざるを得ない。また，新興国の需要を取り

込むにあたって，日本製品の過剰品質が，コスト高を招いているという問題点

はたびたび指摘されてきた（新宅 2009）。したがって，各国の市場において，

顧客が知覚する製品品質と製品機能のレベルを適合させることは，不必要な投

資を抑制する効果を期待できる。われわれは，この問題を解く鍵の１つが製品

統合性だと考えている。 

本研究では，日本の乗用車市場を対象に，製品コンセプトを知覚空間上のポ

ジションで表し，それを装備や価格のような客観的属性と関係づけて分析する

ことで製品統合性を評価する方法を提案する。すなわち，装備が知覚ポジショ

ンに相応しい水準に達していない場合を過小装備と呼び，他の条件を一定とす

れば顧客の選好を低下させると予測する。他方，装備が知覚ポジションに相応

しい水準を超える場合は過大装備であり，製品統合性という観点からは顧客の

選好を低下させる（ただし，顧客がそれ以上に「期待以上の」装備水準を喜ぶ

なら，選好を高める可能性もある）。この仮説が正しいなら，企業としては単に

装備を拡充させるより，知覚ポジションに適した水準の装備を行うことが重要

となる。価格についても同様の考察を行うことができる。 

本論文は次のように構成される：この節では研究の動機と枠組みについて論

じたが，第２節では再び消費者選好モデルにおいて製品統合性をどう扱うかを

議論し，計量分析の基礎となるモデルについて記述する。第３節では収集した

データや変数化について述べ，第４節ではモデルの分析結果を報告する。最終

節では結果を要約しつつ，実務への含意や今後の研究課題について述べる。 

 

２．モデル 
この節では，製品統合性を考慮した消費者選好モデルについて考える。製品

統合性とはホリスティックな性質であるとするなら，通常の線型モデルでは扱

えないと考えられる（Orth & Malkewitz 2008）。本研究では，しかし，製品統合
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性を数量化し変数として扱うことで，それを従来の選好モデルで扱えるように

することを考える。具体的には，製品の知覚ポジションから期待される装備や

価格と実際の水準がどれだけ一致しているか（乖離しているか）を製品統合性

の指標とみなし，選好を決定する製品属性の１つとして扱うことにする。 

 

2.1  製品統合性の数量化 

経済学やマーケティング・サイエンスにおける消費者選好モデルの基礎にあ

るのは Lancaster (1971)の理論である。そこでは，製品は客観的属性（機能，成

分，装備，価格など）の束として扱われる。一方，消費者行動研究では，客観

的属性は主観的属性（ベネフィット，ブランド知覚）に変換（知覚符号化）さ

れたのち消費者の選好関数に入力されるという考え方が有力である（Bettman 

1979, 中西 1984）。マーケティング・サイエンスが開発してきた新製品開発の

ための手法として，前者に対してはコンジョイント分析，後者に対しては知覚

空間上への選好回帰のような手法が用意されている（片平 1987，Urban and 

Hauser 1996）。いずれも，線形の効用関数を仮定するのが通常である。 

製品の客観的属性と主観的属性が独立に決まるのであれば，選好の因果関係

は図２(a)のように描ける。技術部門とマーケティング部門が全く連携すること

なく活動した場合，それに近いことが起き得なくもない。しかし，それでも両

者が独立するというのは現実的ではない。なぜなら，顧客は製品を経験するこ

とによっても知覚（主観的属性）を形成するからである。 
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客観的属性 主観的属性 選好 

主観的属性 客観的属性 選好 

客観的属性 

主観的属性 

選好 
(a) 

(b) 

(c) 

（R&D） 

（マーケティング） 

：企業が起点 ：消費者内部  
 

図２  属性に基づく選好形成の因果経路 

 

消費者行動の研究を踏まえれば，製品の客観的属性を顧客がいったん主観的

属性に変換すると考え，図２(b)のように描き直すのが自然だろう。逆に，知覚

ポジションを目標に客観的属性が設計されていると考えるならば，図２(c)のよ

うに描くこともできる。いずれの立場も，客観的属性と主観的属性の間に確率

的な誤差を認めても，系統的な乖離は想定していない。それもまた，非現実的

といわざるを得ない。もう１つの立場は，顧客は製品の主観的属性に加え，客

観的属性のうち主観的属性に媒介されない部分（客観的属性と主観的属性の乖

離）にも影響を受けると考えることである（図３）。上述の立場よりは包括的で

現実的な見方であり，本研究の立場でもある。主観的属性に媒介されない客観

的属性の一部とは，その製品の装備や価格に知覚ポジションから見た過剰ある

いは不足があるということである。さらにいえば，それは製品コンセプトから

の逸脱といってもよい。本研究では，こうした逸脱が小さいほど，高い製品統

合性が達成されていると判断する。 
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主観的属性 

主観的属性 
から乖離した 
客観的属性 

選好 

（コンセプト＝製品開発） 

（コンセプト><製品開発） 

 

 

図３  製品統合性を考慮した選好形成の因果経路 

 

以上の枠組みをモデルとして定式化するには，顧客はその製品の知覚ポジシ

ョンに基づき客観的属性に対して一種の「期待」を形成し，それと実際の水準

を比較するという仮定がもっともらしい。こうした定式化は消費者行動研究に

おいて珍しくなく，たとえば Chitturi, Raghunatha & Mahajan (2008)では，製品・

サービスが提供するベネフィットが期待より実際の水準が上回るか下回るかで，

引き起こされる感情が違うという仮説を検証している。ただし，通常の期待モ

デルでは，実際が期待を上回ると正の効果を持つが，本研究で定式化した製品

統合性の指標では，期待と実際が乖離した場合はその方向性に関わりなく負の

効果を持つ点が大きく異なる。 

 

2.2  選好モデルの定式化 

前節の議論を踏まえて，顧客の製品 i (=1, …, I)に対する選好関数を以下のよ

うに定式化する： 

 
ここで 

xij (j=1, …, J)：製品 i の客観的属性 j に関する水準， 

yik (k=1, …, K)：製品 i の主観的属性 k に関する水準， 

V：主観的属性に基づく確定的選好関数， 

D：客観的属性の実際の水準 xijと期待水準 xij
eとの乖離を示す関数， 

i：独立かつ同一の正規分布にしたがう誤差項。 
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本研究では，後述のように(1)式の従属変数 Uiが集計レベルの変数として与え

られる。また，後述のように独立変数 V，D が線形関数で定義されるので，こ

の式は通常の回帰分析によってパラメタ推定できる。 

 

2.3  属性期待モデルの定式化 

ሺ1ሻ式に含まれる，製品の客観的属性の水準に対する主観的属性に基づく期待

xij	e	ሺyi1,	…,	 yiKሻを形成するモデルを考える。3.2 で述べるが，客観的属性のうち

装備の水準のみ順序尺度で与えられている。なお，客観的属性と主観的属性の

間の関係は線形とは限らない。このことを踏まえると，製品 i (=1, …, I)が水準

s (=1, …, S；S が最上級)の装備を採用する確率は，(3)式のように定式化できる： 

 

ここで は水準 s=2, …, S に対応する定数項で， 

	
である。順序ロジスティック回帰分析の場合，(2)式は以下のようになる： 

 

もう１つの客観的属性，価格は量的変数なので，以下の式を通常の回帰分析

（OLS）によって推定する： 

 

ここで pi は製品 i の価格(=1, …, I)， は独立かつ同一の正規分布にしたがう誤

差項である。 

 

2.4  製品統合性の指標 

前の節で定式化したモデルを用いて，客観的属性の主観的属性に基づく期待
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水準を計算できる。本研究では装備は順序尺度なので，期待水準と実際の水準

の乖離は単純に差分で求めるわけにはいかない。そこで，本研究では，製品 i

が属性 k に関して期待を上回っていたら dij
+

 =1，dij
–

 =0，下回っていたら dij
+

 =0，

dij
–

 =1，一致していたら dij
+

 =0，dij
–

 =0 となる二項変数を導入し，それらを全属

性に関して平均したものを全体的な乖離度とみなすことにする： 

 
以下では Di

+を過大装備率，Di
–を過小装備率と呼ぶことにする。なお，この方

法では，水準が何段階乖離しているか，また属性間の重みの違いは考慮されて

いない。こうした差異への対応は今後の研究課題といえる。 

一方，客観的属性のなかでも価格は量的変数なので，期待水準と実際の水準

の乖離は差分で表すことができる。(4)式から求められる期待価格と実際の価格

の差から以下の変数を求める： 

 

即ち，qi
+ （qi

–）は実際の価格が知覚に基づく期待価格を上回る（下回る）場合

の乖離幅であり，以下では過大（過小）価格幅と呼ぶ。 

主観的属性と選好の関係は線形と仮定して，顧客の製品に対する選好を示す

(1)式を以下のように書き換える： 

 
顧客が属性に対して持つ期待が実際と乖離した場合，従来の研究では非対称

な反応が起きると考えられている。たとえば Chitturi, Raghunatha & Mahajan 

(2008)では，実際が期待を下回ると負の反応が生じ，期待が実際を上回ると正

の反応が生じる。今回もその通りだとすれば，過大（過小）装備率の係数+（–）

と過大（過小）価格幅の係数+（–）は正（負）の符号になると予測される。

しかし，製品統合性が重視される場合には，実際が期待を上回った場合でも負

の反応が生じる。したがって，本研究で検証する仮説は「顧客の選好モデルに

おいて係数+，–，+，–とも符合は負になる」である。 
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３．データ 
本研究では日本の乗用車市場を対象に分析を行う。顧客の主観的属性と選好

のデータについては，ある匿名の企業から，日本における乗用車の潜在顧客に

関するサーベイ調査データの提供を受けた。製品の客観的属性については，一

般に公開されている各車種の装備に関する情報を収集した。なお，各車種の実

勢販売価格とマーケットシェアについては，上述の企業が調査した情報を利用

する。 

 

3.1  顧客サーベイ調査 

上述の企業が定期的に行っているサーベイ調査から，2005～2006 年における

計４時点について，潜在顧客の車種別主観的属性と選好に関するデータを入手

した。当調査の対象者は自ら車を運転し，新車の購入意向を持つ 20～69 歳男女

である。調査はウェブで行われ，標本規模は毎回約 4,000 である。今回の分析

では，車種ごとにその認知者（どんな車かよく知っているか，だいたい知って

いる）の回答を集計した。分析に用いた調査項目は以下の通りである： 

 

(1) 車種の主観的属性･･･当該車種の認知者中，31 の評価項目（具体的なワ

ーディングは非公開とする）のそれぞれを選択した比率 

(2) 車種に対する選好･･･当該車種の認知者中，その車種を購入時に考慮する，

あるいは購入意向があると回答した者の比率 

 

ここでいう車種（モデル）とは，トヨタのヴィッツ，日産のマーチ，ホンダ

のフィット，といったレベルの製品分類に対応し，日本国内で販売されている

輸入車を含む乗用車 156 車種である。自動車会社がブランドとみなしているの

は，トヨタを例にとるとトヨタとレクサスといったレベルであり，クラウン，

カローラ，ヴィッツなどはペットネームと呼ばれている。本研究でいう車種と

は，ペットネームにほぼ対応する。車種はさらに性能や装備の違いによって，

グレードに分かれる。 

 

3.2  乗用車装備データ 

乗用車の客観的属性として，専門家への取材などに基づき，表 1 のような装
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備をリストアップした1。通常，各車種は複数のグレードからなり，グレードの

よって各装備をどの程度採用しているかが変わる。最も高い水準では全グレー

ドで標準装備しており，最低の水準ではどのグレードでも装備していない。そ

の中間に，グレードによって標準装備したりオプションで装備できたりするケ

ースがあり，これらを以下の７段階の順序尺度とした： 

 

1：全グレードでなし 

2：グレードによりオプション／なし 

3：全グレードでオプション 

4：グレードにより標準／なし 

5：グレードにより標準／オプション／なし 

6：グレードにより標準／オプション 

7：全グレードで標準装備 

 

上述の車種が各装備に関してどのような水準にあるかについて，ウェブペー

ジ，カタログ，雑誌などの公開資料から入手した情報に基づき判定した。実際

の車種がどのような水準を取るかの分布を見て，水準１を「まったくなし」，水

準２，３を「オプション」，水準４，５，６を「部分標準装備」，水準７を「完

全標準装備」に置き換え，4 段階の順序尺度にした。  

                                                 
1 ただし，データを収集した結果，水準数が２以下，また特定の水準に極度に集中

している装備は事前に対象外とした。  
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表１  分析対象とする装備の一覧 

1 電子制御サスペンション 15 フロント以外のパワーシート

2 車体制御系（ABSを除く） 16 リヤセンターアームレスト

3 スポーツサスペンション 17 フロントシートヒーター

4 プリクラッシュセーフティシステム 18 ナビゲーションシステム

5 フルオートエアコン 19 プレーヤー体式チューナー

6 ワイヤレスキーA（上級） 20 ヘッドライト（ディスチャージ）

7 ワイヤレスキーB（下級） 21 ヘッドライト（ハロゲン）

8 イモビライザー（盗難防止装置） 22 フロントフォグランプ

9 テレスコピックステアリング 23 リアワイパー

10 トラクリッドクローザー 24 オプショナルエアロ

11 追加的エアバッグ 25 オプショナルグリル

12 クルーズコントロール 26 プライバシーガラス

13 ステアリングホイール 27 リヤフォグランプ

14 フロントパワーシート
 

 

3.3 その他 

車種別の実勢販売価格とマーケットシェアについては，前述の企業の調査結

果を利用した。 

 

4. 分析結果 
潜在顧客へのサーベイ調査から得た車種別の知覚データを因子分析にかけ，

第１に製品の主観的属性として潜在因子を抽出する。第２に，これらを独立変

数とし，別途入手した客観的属性（装備と価格）を従属変数とした非線形の属

性期待モデルを推定する。そして第３に，過大（過小）装備率や過大（過小）

価格幅を計算し，これらの変数を独立変数とし，様々な選好の代替的指標を従

属変数とした顧客の選好モデルを推定する。 

 

4.1  主観的属性の分析 

入手した顧客サーベイ調査では，車種ごとの知覚データが最大４時点存在す

るので，それらを車種単位で平均して 31 の測定項目×156 車種のデータセット
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を作成した2。探索的因子分析を予備的分析として行ったのち，情報をさほど失

うことなく節約的なモデルを模索して，最終的に６つの測定項目，２つの潜在

因子からなる確証的因子分析のモデルを最尤法により推定した。最終モデルの

パス図が図４に示されている。適合度 CFI は十分高く，因子の解釈も明快なの

で，このモデルから計算される車種別因子得点で各車種の知覚ポジショニング

を行う。 

図３のように，乗用車の 156 車種に対する知覚は，「総合品質」と「個性」と

いう２つの潜在因子に集約される。「総合品質」の測定変数は「細部の仕上げに

まで配慮の行き届いたクルマ」「安全性の高いクルマ」「品質や信頼性に優れた

クルマ」であり，「個性」の測定変数は「運転していて楽しいクルマ」「はっき

りした個性をもったクルマ」「自分の考えや好みをしっかり持った人が選ぶクル

マ」である。この２つの因子は正の有意な相関がある。 

 

0, 199.91 

F1:総合 
品質 

37.15 

細部の仕上げにまで配慮の 
行き届いたクルマ 

0, 48.46 e1 
1.00 

51.69 

安全性の高いクルマ 0, 58.99 e2 1.10 ** 1 

49.94 

品質や信頼性に優れたクルマ 0, 10.14 e3 1.14 ** 1 

0, 194.14 

F2：個性 

52.17 

運転して楽しいクルマ 0, 106.27 e4 
50.40 

はっきりした個性をもったクルマ 0, 15.35 e5 
47.76 

自分の考えや好みをしっかり 
持った人が選ぶクルマ 

0, 10.81 e6 

1.00 
1 

1.32 ** 1 

1.21 ** 1 

57.83 ** 

1 

CLI = .965 
**: 1% 有意 

 

図４  車種別知覚に対する確証的因子分析の結果 

 

4.2  製品統合性の分析 

次いで 2.2 で述べた属性期待モデルを推定する。従属変数となる装備の水準

は 3.2 で述べた手続きで尺度化されている。独立変数となる製品の主観的属性

                                                 
2 ４時点の間に車種別の知覚はさほど変化していない。また，調査期間中にリコー

ルが起きたメーカーがあったが，当該企業の車種を分析に入れても外しても分析結果

に顕著な差は生まれなかった。 
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は，4.1 で計算された因子モデルから得られた車種別の因子得点である。装備

水準に対する順序ロジスティック回帰分析の結果は表２に，価格水準に対する

回帰分析の結果は表３に要約されている。主観的属性の係数の符号次第では，

以下のような非線形モデルになり得る： 

(1) 正の理想点モデル：２つの主観的属性に対して，いずれも２乗項の係

数が負である場合（たとえば図５） 

(2) 負の理想点モデル：２つの主観的属性に対して，いずれも２乗項の係

数が正である場合（たとえば図６）， 

(3) 鞍点モデル：２つの主観的属性のうち，一方の２乗項の係数が正で，

他方の２乗項の係数が負である場合（たとえば図７）。 
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-20

0

20

40
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図５  知覚と装備の関係：プレーヤー一体式チューナー 

-40

-20

0

20

40

-40

-20

0

20

40
-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8v 

y1：総合品質 y2: 個性 
 



 

 15

図６  知覚と装備の関係：電子制御サスペンション 
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図７  知覚と装備の関係：フルオートエアコン 

 

図５は，プレーヤー一体型チューナーのような装備は，総合品質と個性が中

程度の場合，当該車種のより多くのグレードで標準装備されやすいことを示し

ている。図６は，電子制御サスペンションのような装備は，総合品質が高いほ

ど当該車種のより多くのグレードで標準装備されやすいが，総合品質が低くて

も個性が強ければ標準装備されることを意味している。図７は，フルオートエ

アコンのような装備は総合品質が高く，個性が中程度であるほど標準装備され

やすいことを示す。 

以上のモデルを用いて，2.3 の手続きにしたがって装備ごとに属性期待モデ

ルを推定し，過大（過小）装備率を計算した3。また，価格についても，過大（過

小）価格幅を計算した。 

                                                 
3
車型（たとえばセダン，ハイトワゴン，ランナバウトなど）が装備を制約している

面は多分にあるため，属性期待モデルの独立変数に入れることも考えられる。しかし，

そうすると装備の自由度がきわめて狭くなってしまうため，独立変数として投入して

いない。 
また，McFadden の2が 0.1 未満であったステアリングホイール，オプショナルエア

ロ，オプショナルグリル，プライバシーガラスは過大（過小）装備率の計算から除外

した。 
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表２  装備水準に対する順序ロジスティック回帰分析の結果 

 

表３  価格水準に対する回帰分析の結果 

 
 

4.3  製品統合性と選好の関係 

顧客の選好を表す代替的な指標として，今回利用可能なデータから購入考慮

率，購入意向率，マーケットシェアの３つを考え，それぞれを従属変数とする

回帰分析を以下の３モデルに分けて行った： 
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モデル１：独立変数は過大装備率，過大装備率，過大価格幅，過大価格幅 

モデル２：モデル１の独立変数＋主観的属性，その二乗，交互作用 

モデル３：モデル１，２の独立変数＋メーカーや車型ダミー変数 

 

このなかでモデル１は，式(6)(7)に示された製品統合性に関する４つの指標だ

けを独立変数としている。モデル２は，主観的属性の因子を２乗項や交互作用

を含めて独立変数に加えたもので，図３を反映している。モデル３は，さらに

そこにメーカーのブランド力や車型（たとえばセダン，スペシャルティ，ハイ

トワゴン，ランナバウトなど）による選好の差を考慮すべく，それらを反映す

るダミー変数を独立変数に加えたものである。 

最初に，認知者における購入考慮率を顧客の選好を代理する従属変数とした

場合について見よう（表４）。モデル１では製品統合性に関するすべての指標が

有意になった。過小価格幅以外について係数が負となり，仮説通りの結果にな

った。一方，過小価格幅，つまり期待より価格が低いことが正の効果を持った

ということは，製品統合性の欠如よりも，経済的利得として選好を上げる効果

のほうが大きかったことを意味する。他の要因を考慮したモデル２，３でも，

全体の傾向は変わらないが，モデル２において唯一，過大価格幅が有意でなく

なる。 

認知者における購入意向率を従属変数とした場合（表５），購入考慮率の場合

と同様，過大装備率は有意で負の効果を持っている。しかし，過小装備率の効

果がすべてのモデルで有意でなくなるほか，過大価格幅の効果がモデル１のと

きのみ有意になり，しかも符号が正になる。一方，購入考慮率の分析で正の効

果を示した過小価格幅は，モデル１，２に限られるが正の効果を示している。 

マーケットシェア（ロジット変換値4）を従属変数にした場合は（表６），過

大装備率は依然として全モデルで有意かつ負の効果を示す。残りの変数につい

ては，過大価格幅がモデル１と３で有意に負の効果を持つだけである。 

購入意向率，マーケットシェアのモデルは，購入考慮率のモデルに比べて決

定係数が小さい。これは，購入に近い段階で選好を測定するほど，モデルに反

映されていない要因（たとえば流通）の影響が増し，また不確実性が増えてい

るからだと考えられる。また，購入に先立つ意思決定の前半では，製品統合性

の指標のなかで，過大装備と過小装備，過大価格の３つが影響しているが，意

                                                 
4 シェアの値を p×100 とした場合， がロジット変換値である。 
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思決定の後半，購入行動に近づくにつれ，過大装備だけが負の効果を維持して

いることが興味深い。結果に頑健性があるのが，過大装備率で測られた製品統

合性だということになる。 

 

表４  購入考慮率（認知者のみ）の回帰分析 

*: 5%有意，**:1%有意 
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表５  購入意向率（認知者のみ）の回帰分析 

*: 5%有意，**:1%有意 
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表６  マーケットシェア（ロジット変換）の回帰分析 

*: 5%有意，**:1%有意 
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５．議論 
日本の製造業の付加価値率や利益率は，国際的に見て十分高い水準にないこ

とが多くの識者によって問題視されている。このことは，一方で日本製品の知

覚品質が高いと信じられていることからすると奇異でもある。日本製品が十分

な高付加価値を実現できない要因の１つには，製品統合性（Clark & Fujimoto 

1990）の問題があるかもしれない。製品統合性の欠落が顧客の選好を低下させ

ているとしたら，それによって付加価値率を低下させた可能性がある。 

本研究では，製品統合性を数量的な実証研究の枠組みで扱うために，より多

くの客観的属性について，製品の知覚ポジションに基づき期待される水準が実

際の水準と乖離しているほど，製品統合性は低下すると考えた。具体的には，

期待より重装備（軽装備）であることを示す過大（過小）装備率，また，期待

より高価格（低価格）であることを示す過大（過小）価格幅を指標とした。 

日本の乗用車市場を対象にし，集計レベルの顧客サーベイデータを用いて，

各車種の製品統合性が顧客の選好に与える効果を分析した。本論文で報告した

分析結果から以下のことが言える： 

 

1) 顧客の選好を認知者における購入考慮率で測ると，過大装備率，過小装

備率，過大価格幅が有意に負の効果を持ち，仮説通りの製品統合性の効

果を示した。しかし，過小価格幅は正の効果を持ち，価格は期待水準よ

り低くても，経済的利便性が優先されて好ましいと受けとめられている。 

 

2) 選好を認知者における購入意向率，マーケットシェアというより購買に

近い尺度で測ると，多くの場合，製品統合性の効果は有意でなくなる。

唯一有意であり続けるのが過大装備率の負の効果で，過大な装備が選好

を低下させる効果は頑健であるといえる。 

 

したがって，少なくとも知覚ポジションから期待される以上に装備の水準を

高めることは顧客の選好をかえって低下させる可能性は，平均的にはかなり大

きいと言える。また，購入考慮率のように，現実的な購買意思決定の初期段階

では，過小装備や過大な価格設定も選好を低下させる。意思決定に関わる要因

が限定される段階では，本研究が定義した製品統合性は，顧客の意思決定にか

なりの影響を与えていると思われる。 
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もちろん，そのことを一般化するには，本研究には残された課題が多い。第

１に，あらゆるタイプの乗用車をプールして分析しているため，車種間の異質

性が十分考慮されていない。選好の分析において，モデル３ではメーカーや車

型のダミー変数が導入されているものの，主観的属性や製品統合性の係数が車

種によって異なる可能性もある。さらにいえば，製品統合性の指標の根拠とな

った属性期待モデルにおいても，車種間の異質性があるかもしれない。本研究

で得た知見はあくまで「平均」にすぎず，子細に見ればさまざまなケースがあ

り得るはずである。 

第２に，車種別の集計データを用いて分析しており，顧客の異質性が考慮さ

れていないことも問題であろう。すなわち，製品統合性が選好にどう影響する

かは，その車種の真の顧客に対して検討される必要がある。したがって，この

課題は，車種の異質性を考慮することとも関連する。今後とるべき１つの研究

戦略として，分析対象とする車種をより同質な範囲に限定し，一方，顧客の個

人データを用い，その異質性を考慮した分析を行うことが考えられる。 

よりミクロな基礎づけを行うためには，本研究で仮定したような意思決定を，

実際の顧客がどこまで意識しているかに関わらず行っているかどうかを検証す

る必要がある。そのためには，Thompson, Hamilton & Rust (2003)が行ったよう

な統制実験が有望な方法となるだろう。一方，マクロ的には，本研究で行った

ような集計レベルでの分析を日本以外の乗用車市場でも行い，製品統合性の効

果がグローバルに観察されるかどうか探求することも興味深い。 

他方，本研究では装備や価格に対する顧客の反応に焦点を当てているが，そ

れらを決定する企業サイドに焦点を当てた研究も考えられる。装備や価格が知

覚ポジション（製品コンセプト）と整合しないのは，単に意思決定者個人のバ

イアスというより，組織内の意思決定の問題を反映している可能性がある。顧

客側の分析と企業組織側の分析を同じ対象に対して実行できれば，より包括的

な視点からの研究として画期的な意味を持つはずである。 

以上のように研究上の課題は数多いが，それだけ将来について可能性の大き

い研究テーマだと考えられる。冒頭に述べたように，著者らの問題意識は，日

本のものづくりの付加価値を高めていくことにあり，そのために製品統合性を

高めることにある。デミングの「計測なくして改善なし」ということばは製品

統合性についても当てはまる。それが可能であることを本研究がある程度示す

ことができたとしたら，一定の貢献をなし得たものと考えられる。 
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